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1. 概要 

現在スポーツ庁を中心に、大学横断的かつ競技横断的統括

組織（UNIVASユニバス）の設立への動きが盛んになっている。

これは年 1000 億円もの収入を誇るアメリカの National 

Collegiate Athletic Association (以下 NCAA)に倣ったも

のだが、ソフト・ハード共に、アメリカのそれとは未だ差があ

る。 

本研究ではそんなUNIVASの中でも特に放送分野に着目した。

まずは 85％が放映権収入を誇る NCAA とそれに倣う形で始ま

るUNIVASを文献調査で比較することで現在の放送体系を明ら

かにした。さらに文献調査から得られた視点をもとに、大学ス

ポーツにかかわる人物にヒアリング調査を行うことで、現在

の日本における大学スポーツの課題を明らかにした。その結

果、現在の有名大学スポーツを運営している団体とUNIVASの

大学スポーツへの考えの違いを解消する必要がある。 

2. 背景 

 スポーツの発展の背景には、メディアの深い関係がある。

メディアは主に情報の伝達手段などを表す言葉だが、例えば

野球では明治時代にアメリカから伝わり、メディアの力をも

って急激に人気が高まった経緯がある（表１）。 

表１メディアの観点から見た野球の歴史 

  

 明治時代に日本に野球が伝わった後、各社新聞社、ラジオと

いったメディアにより日本全国に知られるようになった。上

記の2つの大会は今でも、春夏の甲子園大会として人気を集 

めている。 

この他にも、毎日の新聞やニュースにもほぼ必ずスポーツ 

 

 

コーナーが設けられていることや、放送時間の関係で「ラリ

ーポイント制」や「大相撲の制限時間」のルールが変更され

たことなどはスポーツとメディアが深く関わっている良い例 

である。 

 また、近年ではメディアでも特にスポーツを放送する権利

である「放映権」に注目が集まっている。この放映権を資源

として初めて強く印象付けたと言われているのが1984年の

ロサンゼルス五輪である。この大会は税金を1セントも使わ

れずに行われた。放映権料の450億円をはじめとして協賛金

やグッズのライセンスなどで費用を賄い、最終的には約400

億円の黒字で終了し、その後の五輪商業主義の始まりと言わ

れている。昨今では、JリーグとDAZNを運営する、パフォー

ムグループが10年2100億円で放送契約を結ぶなど大きく話

題になった。 

この放映権をうまく使っているのがアメリカ大学スポーツ

の統括団体であるNCAAだ。当初はルールと選手資格の統一

のための団体だったが、商業的な発展が進み、一年間で約

1000億円の収入があり、その80％以上が放映権となってい

る（図1）。放映権収入はほとんどバスケットボールとアメリ

カンフットボールによるものに偏っているが、おおよそ日本

では考えられない額である。

 

図1 NCAA収入内訳（2011－2012） 
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図1のテレビ及びマーケティング権利料に当たるのが所謂

放映権と呼ばれるものである。また次に続く大会関連収入も

バスケットボール、アメリカンフットボールの決勝大会のチ

ケットが多く含まれており、アメリカでの人気の高さが分か

る。 

また、NCAAでは1936年に大学スポーツの中継が始まって

おり、1947年には有料放送も開始されている（表2）。地方

テレビ局の中には大学スポーツの中継が主な収入源になって

いる場合もあり、アメリカにおける大学スポーツの影響力を

物語っている。 

表2 アメリカ大学スポーツ中継の歴史 

 

このNCAAに倣い日本で設立されるのがUNIVASである。今

まで競技横断的な統括組織がなかった日本において、安全安

心な活動をはじめ、学業の充実や大学が持つスポーツ資源の

有効活用等を目的としており、中にはNCAAのように映像配

信や、大学対抗戦といった新たな試みも想定されている（図

2）。 

 

図2 UNIVASの概要【出典：スポーツ庁資料】 

UNIVAS は、「大学スポーツの振興により、『卓越する人材』

を育成し、大学ブランドの強化及び競技力の向上を図る。も

って、我が国の地域・経済・社会の更なる発展に貢献する」

を設立理念に、大学、学連、企業、消費者等の間に、それぞれ

をつなぐ役割を担う組織として、2019年春の創設を目指して

いる。 

日本版 NCAA である UNIVAS が本家のように成長するために

は、放映権が一つのポイントであると考えられるが、現状では

日本における大学スポーツの放送環境に関する資料が乏しい。

そのためにまずは、UNIVASとNCAAを比較し現状を把握する必

要がある。 

3. 目的 

 本研究は以下の二つを明らかにし、UNIVAS による試合中継

開始時の資料提供を目的とする。 

①日米大学スポーツの放送環境を比較し、それぞれの視点か

らビジネスモデルを整理する 

②ヒアリング調査を行い、大学スポーツ放送環境に関する現

状と課題を明らかにする。 

4. 研究方法 

本研究は初めに日米大学スポーツに関わる書籍やスポーツ

庁の資料から文献調査を行い、日米大学スポーツの放送環境

を比較する。次に、日本の大学スポーツに関わる人物を対象に

ヒアリング調査を行い、それぞれの視点から整理するととも

に、大学スポーツの現状を知る。最後にヒアリング調査から、

それぞれの立場の整理し、UNIVAS の試合中継開始時の資料を

作成する。ヒアリング調査はスポーツ放送関連企業を対象に

2018年11月27日に行った。 

5. 結果 

5.1.1日米大学スポーツの放送環境調査 

表3日米大学スポーツの放送体系の比較 

 

日米の大学スポーツの放送環境を比較すると、試合の価値

による権利元の違いが大きいことが分かった。アメリカでは

March Madness(三月の狂気)と呼ばれるほど全米が熱狂する

バスケットボールやアメリカンフットボールの決勝トーナメ

ントは統括団体であるNCAAが、それ以外の定期試合などは各



連盟や大学が権利を持っている。それに対し、日本では箱根駅

伝（報知、読売、日テレ）等の一部の大会、団体以外は殆ど未

整備状態であることが分かった。 

5.1.2日米大学スポーツの放送環境調査のまとめ 

  文献調査による比較から、試合の価値による日米の放映権

の取り扱いの違いが分かる。しかしアメリカに比べ、日本で

は多くの人々に人気のある価値の高い試合は限られているた

め同じような放送体系が実現できるかは不明であり、それが

理想的な姿といえるかもまた明らかになっていない。 

実際、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングとマクロミル

の調査によると、日本において動画配信を利用する人は20％。

有料でも見ている人は 6％だった。さらにはその内訳もプロ

野球（50％）、Jリーグ（41％）海外サッカー（29％）と続い

ており、学生スポーツで最も人気のある高校野球でも10％前

後であることから、現状の大学スポーツではアメリカのよう

な放送体系が困難であることが分かる。そこで次のヒアリン

グ調査では、他のスポーツに先駆けて独自の方法を用いて卓

球の配信を行っている方に話を伺い、大学スポーツ放送に関

する現状と課題を明らかにする。 

5.2.1 スポーツ放送環境に関するヒアリング調査 

  スポーツの放送環境についてスポーツ放送関連会社にヒ

アリング調査を実施し、その結果より大きく 3つの事が明ら

かになった。 

一つ目はインターネットの普及によりテレビの影響力は低

下し、テレビ放映権の価値は低下しているということ。二つ

目は YouTube など誰もが容易に配信、放送できる環境になり

つつあり、放映権ビジネスは成り立たなくなるということで

ある。今まで数十年間はスポーツを観戦する手段は、現地に

赴く以外は主にテレビによるものだった。これがインターネ

ットの普及により変化し、テレビ自体の影響力が低下してい

る。加えて、誰でもカメラと通信機器があれば簡単に録画、

配信、放送ができるようになったことからもテレビ放映権の

価値が低下していることが分かる。 

三つ目は放映権がこの先も成立するのは五輪、W 杯をはじ

めとしたビッグスポーツイベントのみではないかということ

である。放映権が成立する前提としてその試合に価値がなけ

ればいけない。五輪、W杯等のビッグスポーツイベントは、多

くの人が注目する価値の高い試合であるため放映権として買

い手がつく。しかし草野球の試合にお金を出してまで見たい

という人は多くない。 

これは大学スポーツにも言えることである。箱根駅伝など

は老若男女問わず多くの注目を浴びている。だが高知工科大

学の部活動の中でも結果を残している野球、卓球などの試合

ですら全国的な注目度は低い。 

そこでこのスポーツ放送関連企業では放映権を用いない放

送体系を持っている（表4）。 

 

図3 放映権を用いない放送体系 

この方式では、放送会社はスポンサーから運営資金を集め、

競技組織・団体とは提携する形になるため、直接 1 円も支払

われることはないが、放送することで競技自体の普及につな

がるというメリットがある。 

 5.2.2ヒアリング調査のまとめ 

 スポーツ放送関連企業を対象としたヒアリング調査から、

放映権ビジネスが岐路に立っているということ、放映権ビジ

ネスが成立するのは限られた条件に限られるということが明

らかになった。もし、UNIVAS でも放映権ビジネスを考えてい

るようであれば幾つか考慮すべき点がある。 

 まずは権利関係をどう守るかである。選手の肖像権関係の

多くは学生競技連盟に帰属していることになっているが、動

画サイトには多くの、試合の録画動画があふれている。殆どは

無許可の動画を黙認している状態だと思われるが、権利とし

て販売している以上はっきりとする必要があるだろうが、そ

の場合コストが余分にかかることになる。因みに五輪ではOBS

（Olympic Broadcasting Services）という組織を設立し放映

権を管理し、権利をゆるぎないものにしている。 

 次に既存の事業者との兼ね合いである。注目度の高い試合

でしか放映権は成り立たないが、そういった競技、大会は既に

何らかの放送メディアとの契約を結んでいる場合が多い。こ

れをUNIVASが抱え込もうとすれば間違いなく軋轢を生むこと

になる。強権を利用して無理矢理UNIVASが権利を取り上げる



ことも不可能ではないだろうが、現実的なとはいえないだろ

う。 

6. 対策と提案 

 ここまでの調査から現状、アメリカNCAAのような放送体系

を目指し整備を進めるのは難しいことが分かった。そこで

UNIVASが目指すべき放送体系について2つのポイントを検討

した。 

権利関係の保護 

5.2.1 にて紹介した放映権を用いない放送体系を用いるこ

とにより権利関係の着地点を見つけられると考える。強い利

益関係ではないため録画動画を規制する必要もなく、加盟連

盟の競技だけを放送すればいい。UNIVAS はスポンサーの窓口

としての役割も担うことができ、連盟としてもUNIVASに加盟

するメリットの一つになり得る。 

既存の事業者との兼ね合い 

 5.2.2でも述べた通り注目度の高い競技、大会等には既にメ

ディアとの契約が結ばれている場合が多い。この場合は無理

に話を進めず、地道に交渉するべきと考える。箱根駅伝はその

成り立ちからメディアが関連している。その他にも複数年契

約を既に結んでいる団体もいることを考えると無理に話を進

める必要はない。UNIVAS設立準備委員会の出席者の発言にも、 

「既存権利者が胸襟を開けばうまく併存策は進行するだろう

し、そうでなければ難航する。」と、今後の交渉が重要である

ことが示唆されている 

7. 今後の課題 

目的・ビジョンの明確化・共有 

 繰り返すが、そもそもUNIVASの設立理念は以下のようにな

っている。 

 

『大学スポーツの振興により、「卓越する人材」を育成し、大

学ブランドの強化及び競技力の向上を図る。もって、我が国の

地域・経済・社会の更なる発展に貢献する』 

 

 つまり、目指すべきところは金儲けではなく、人材育成であ

る。要するに学生のための団体である。ここをはっきりとさせ、

共有しなければならないはずだが、昨今ここの部分がぶれ始

めていると指摘されている。それも今まで中心として活動し

ていた筑波大学からだ。 

 同大学の永田学長や同客員教授の安田秀一氏が問題視して

いるのは、大会の開催や競技映像の配信などによるスポンサ

ー料が、さもUNIVASの権利として扱われている点だ。この二

つは 2019 年度の収入の目標である 20 億円の中でも特に柱と

して期待されている。これらが本来権利を持つはずの運動部

や選手を飛び越えてしまっているのである。 

 商業化がいけないとは思わない。だが商業主義はいかがな

ものかと思う。大学が何のために、誰のためにあるのかを考え

る必要があるのではないか。 

 本研究では大学スポーツの放送環境に着目してきたが、加

えて、学生も当事者意識を持つことが重要である事も分かっ

た。私は幸運なことに在学中にアメリカの大学に行く機会が

あり、日本の大学スポーツとの違いを感じることができた。し

かし、ほとんどの学生が現状の部活動に満足し、「そういうも

の」と割り切っているように感じる。確かに、日本の学生は何

もしなくても軽い気持ちで部活動に参加可能であるのに比べ、

アメリカでは一定の学業成績を維持しないと部活動の参加資

格すらない。スポーツをすることに自信と誇りを持っている

のだ。これでは日本の学生が NCAA の存在を知っても、「アメ

リカはすごい」程度にしか感じないのも無理はないのかもし

れない。だがこれもアメリカがスポーツ大国であることの理

由の一つなのだ。 

是非、後輩、特に運動部の学生には現状に満足せず、より良

い環境を求めて様々な活動に取り組んでほしいと思う。 

 この論文が、後の大学スポーツに少しでも貢献出来ること

を祈っている。 
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